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   兵庫県立農林水産技術総合センターにおける公的研究資金等

の管理、監査及び不正使用防止に関する要綱

第１章 総則

（趣旨）

第１条 この要綱は、兵庫県立農林水産技術総合センター（以下、「総合センター」と

いう。）における、公的研究資金の適正な管理、監査及び不正使用防止について必要

な事項を定める。

（定義）

第２章 この要綱において「公的研究資金」とは、国、国立研究開発法人又は独立行

政法人等から配分される競争的資金等の公募型研究資金等の資金とする。（但し、

補助金・委託費・寄附金・運営費交付金等のすべての経費についても、公的研究資

金に準じた取り扱いとする。）

（公的研究資金の管理責任者）

第３条 総合センター所長（以下、「所長」という。）は、最高管理責任者として公的

研究資金を統括し、適切に指揮命令する。

２ 統括管理責任者には、総合センター次長（総務・広報担当）（以下、「次長（総務・

広報）」という。）をもって充て 、総合センターにおける公的研究資金の管理・運営

に関し、不正防止対策の組織横断的な体制について機関全体を統括し、最高管理責

任者を補佐し実質的な統括を行う。

３ 統括管理副責任者には総合センター総務部長（以下、「総務部長」という。）をも

って充て、総合センターにおける公的研究資金の管理・運営に関し、最高管理責任

者及び統括管理責任者を補佐し、公的研究資金の運営・管理について機関全体の具

体的な対策を実施する。

第２章 管理方法

（公的研究資金の管理）

第４条 この要綱において管理の対象となる「公的研究資金」とは、以下のものをい

う。

（１）公的研究資金のうち配分機関もしくは研究代表機関から、総合センターあてに

交付されるもの

（２）文部科学省又は独立行政法人日本学術振興会（以下、「交付機関」という。）

が交付する科学研究費助成事業（科学研究費補助金・学術研究助成基金助成金）

（以下、「科研費」という。）等の公的研究資金のうち総合センターに属する職員

に交付され、その管理が総合センターに任されるもの。

２ 前項第１号の公的研究資金の管理については、県費に受入れ、県費と同様に管理

する。

３ 前項第２号の公的研究資金の管理については、第５条から第９条により管理する。

第５条 総合センターは、事業実施期間の初年度に、科研費の交付を受ける職員 (研
究代表者及び研究分担者。以下、「研究者」という。) の同意（様式１号－１）を受

け、科研費を管理する。また、事業実施期間の各年度に、科研費の運営・管理に関

わる各部署の職員（部局管理責任者、管理責任者、経理担当者）から、同意書（様
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式１号－２）を受け取る。ただし、前年度から引き続き関わる職員については、こ

の限りではない。

２ 科研費は、総合センター所長名義の科研費専用口座を設けて受け入れることとし、

統括副管理責任者が保管・管理する。

３ 統括管理副責任者は、受け入れた科研費のうち直接経費（以下、「直接経費」とい

う。）を研究課題ごとに振り分けたうえで、部局管理責任者へ通知するとともに、総

合センターの研究課題専用口座に送金し、管理責任者が管理する。

４ 研究者及び科研費の管理を行う関係職員は、科研費が公的資金であることを十分

に認識し、その事務を行う。

（直接経費の管理体制）

第６条 部局管理責任者は、農業技術センター、畜産技術センター、北部農業技術セ

ンター、淡路農業技術センター、森林林業技術センター、水産技術センター及び但

馬水産技術センターの各所長をもって充て、科研費直接経費（以降、直接経費）の

適正な管理を行う。

２ 管理責任者は、農業技術センター及び畜産技術センターにあっては総合センター

総務部経理課長を、北部農業技術センター、淡路農業技術センター、森林林業技術

センター及び水産技術センターにあってはそれぞれの副所長を、但馬水産技術セン

ターにあっては次長をもって充て、直接経費の管理・執行を担当する。

３ 管理責任者を補佐する者として、経理担当者を置く。経理担当者は管理責任者が

指名する職員とする。

（直接経費の管理）

第７条 直接経費については、管理責任者が管理し、第５条の３項で定める科研費専

用口座にかかる預金通帳と印鑑は管理責任者と経理担当者が金庫等にそれぞれ別

に保管する。

２ 直接経費の収支管理は、「収支簿」（様式２号）を用いて、物品費、人件費・謝金、

旅費、その他の費目ごとに行う。

３ 物品の購入は、原則として、経理担当者が発注し、研究者と発注者が納品検品の

うえ、管理責任者が確認することとするが、専門性が高い、又は緊急を要するもの

については、経理担当者に相談の上、研究者が発注し、発注者と経理担当者が納品

検収のうえ、管理責任者が確認する。

４ 物品等を購入するにあたり、財務規則第９９条（契約書の省略及び請書）に該当

しない契約を締結する場合は、契約書又は請書に、次に掲げる事項を明記する。

① 不正に関与しないこと

② 不正が認められた場合は、取引停止を含むいかなる処分を講じられても異議を申

し立てないこと

③ 職員から不正な行為の依頼等があった場合には通報すること

５ 旅費は、「職員等の旅費に関する条例」に定めるところに準じて支出し、研究課題

毎に、「職員等の旅費に関する規則」第３条に準じて専用の旅行命令簿等を作成す

る。

６ 謝金は、原則として、財政単価に基づき支給する。これによりがたい場合につい

ては、別途、最高管理責任者まで協議を行う。

７ 物品の購入等は、科研費の交付を受けた年度の３月３１日までに終了し、これに

係る支出を実績報告書の提出期限（翌年度の５月３１日）までに行う。
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８ 直接経費により購入した物品等は、購入後直ちに総合センターに帰属する。

（直接経費の報告）

第８条 科研費の管理責任者は、翌月の 20 日までに直接経費に係る執行状況、支出

に係る証拠書類、及び研究課題専用口座の通帳等について、部局管理責任者の確認

を受ける。

２ 部局管理責任者は、予算の執行状況を確認し予算執行が研究計画の遂行に問題

がないか確認するとともに、研究課題専用口座に研究資金がある期間は、直接経費

に係る執行状況等（参考様式）を１ヶ月毎に総務部長に報告する。

３ 前項の報告を受けた総務部長は、必要があると認めるときは、さらに詳細な資料

を求め、改善を要求することができる。

４ 総務部長は、直接経費に係る執行状況等を所長に年度末及び必要に応じて報告す

る。

（直接経費の繰越）

第９条 研究者は、やむを得ない事情により補助金として受領した直接経費の繰越が

必要な場合は部局管理責任者の承認を得た上で、交付機関と協議を行う。ただし、

基金として受領した直接経費については、最終年度を除き事前の繰越手続きが不要

のため、この限りではない。

２ 研究者は交付機関から繰越の承認を得たときは、速やかに所長に報告する。

（財務規則等の準用）

第 10 条 この要綱に定めるもののほか、会計及び決裁に関する手続については法令、

財務規則、職員等の旅費に関する条例、及び「県立農林水産技術総合センター処務

細則」等の定めるところに準じ、県費と同様に取り扱う。

（関係書類の保管）

第 11 条 管理責任者は、公的研究資金の交付に係る書類のほか、次に定める書類を

公的研究資金の交付を受けた年度終了後５年間、もしくは交付機関が別に定める期

限のいずれか長い期間保管しなければならない。

 ① 収支簿

 ② 支出に係る証拠書類

 ③ 科研費の預貯金通帳等

第３章 監査

（監査の体制）

第 12 条 総合センターにおいて執行する科研費直接経費の監査のため、監事を置く。

また、監査事務局を総合センター企画調整・経営支援部（以下、「企画調整・経営

支援部」という。）内に設置するとともに課題毎に監事を置く。

２ 直接経費の監事は、次に掲げる職員をもって充てる。

① 農林水産部総合農政課に所属する職員１名。

② 最高管理責任者が指名する管理責任者２名（監査の対象となる直接経費を管

理・執行する管理責任者を除く。）
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（監査の実施）

第 13 条 直接経費以外の公的研究資金の監査は、県定期監査において行う。

２ 直接経費の監査は第 12 条に基づく監事により行い、研究課題ごとに年１回、証

拠書類の確認等により行う。監事は、監査結果について所長に報告する。

３ 第１項及び２項の規定にかかわらず、所長の指示あるときは、監査事務局は、関

係者への聞き取り、現場調査等広範な方法により監査やモニタリングを実施する。

第４章 不正使用防止対策

（推進体制）

第 14 条 所長は、別紙の不正使用・不正行為防止体制図により、公的研究資金の不

正使用防止に努める。

２ 不正使用防止対策推進責任者は 、総合センター次長（総務・広報）をもって充

て、総合センター全体の不正使用防止対策推進を統括し、適切に指揮命令する。

３ 次長（総務・広報）は、科研費の管理・執行を監視し、改善の必要がある場合に

は、直ちに対象者及び関係部署に改善を指導する。

４ 不正使用防止対策の推進担当部署は、企画調整・経営支援部とし、不正使用防止

対策推進副責任者は、企画調整・経営支援部長をもって充てる。

５ 各部署の不正防止対策リーダーは、研究部署においては部長、又は課長、事務部

署においては副所長又は課長、但馬水産技術センターにおいては次長が担う。

（不正使用防止計画）

第 15 条 次長（総務・広報）は、公的研究資金の不正な使用を防止するため、不正

使用防止計画を策定する。

２ 不正使用防止計画は、監査等の結果を反映し、随時見直しをする。

３ 不正使用防止計画は、企画調整・経営支援部が総務部と協力して研修会等を活用

して推進し、その実施状況について、所長に報告する。

（コンプライアンス教育の実施）

第 16 条 企画調整・経営支援部は、毎年度、コンプライアンス啓発活動計画を作成

し、各部署の公的研究資金に関わる全ての職員を対象に、コンプライアンス教育を

実施する。

２ 企画調整・経営支援部は、コンプライアンス教育の実施状況を所長に報告する。

（不正使用の相談、及び公益通報）

第 17 条 公的研究資金の不正に関する情報等を受け付ける窓口は、企画調整・経営

支援部に設置する。

２ 公的研究資金の不正使用に係る情報提供を受けた職員は、直ちに所長に報告しな

ければならない。

３ 所長は、前項の報告を受けたときは、速やかに農林水産部総務課長に報告すると

ともに、事実の解明の適切な措置を講じなければならない。

４ 前項までの規定は、「兵庫県職員公益通報制度」の適用を妨げない。

第５章 不正使用に係る情報提供後の対応

第 18 条 所長は、前条第２項の情報提供（報道や会計検査等の外部機関からの指摘
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を含む）の受付から３０日以内に、調査の要否を判断するとともに、当該調査の要

否を交付機関に報告する。また、調査が必要と判断した時には、公的研究資金不正

使用調査委員会を設置する。

２ 公的研究資金不正使用調査委員会の構成は下記のとおりとし、不正の有無及び不

正の内容、関与した者及びその関与の程度、不正使用の相当額等を調査し、その内

容を認定、所長に報告する。

  委員長 次長（総務・広報担当）

  副委員長 次長（技術調整担当）

   委員 総務部長

   委員 企画調整・経営支援部長

   委員 調査対象外の部局管理責任者

  特別委員 所長が必要と認めるもの（総合センターに属さず、機関及び告発者、

被告発者と直接の利害関係を有しない第三者）

  事務局 企画調整・経営支援部

３ 所長は、不正使用が発覚した場合、必要に応じて、調査対象になっている事業執

行に関し、執行停止を命ずる。

４ 所長は、調査の実施に際し、調査方針、調査対象及び方法等について交付機関に

報告、協議する。

５ 所長は、前条第２項の情報提供の受付から３ヶ月以内に、調査結果、不正発生要

因、不正に関与した者が関わる他の競争的資金等における管理・監査体制の状況、

再発防止計画を含む最終報告書を交付機関に提出する。期限までに調査が完了しな

い場合であっても、調査の中間報告を交付機関に提出する。

６ 公的研究資金不正使用調査委員会は、調査の過程であっても、不正の事実が一部

でも確認された場合には、速やかに認定し、所長に報告し、所長は、認定の報告を

受理した場合は速やかに交付機関に報告する。

７ 所長は、調査の終了前であっても、調査の進捗状況報告及び調査の中間報告を交

付機関の求めに応じ、提出する。

８ 所長は、調査に支障がある等、正当な事由がある場合を除き、当該事案に係る資

料の提出又は閲覧、現地調査について、交付機関の求めに応じる。

（知事への報告）

第 19 条 所長は、前条第６項の報告を受けたときは、認定の内容を知事に報告する。

第６章 雑則

（補則）

第 20 条 所長は、公的研究資金の適正使用を推進するため、この要綱を定期的に見

直すとともに、職員への周知徹底を図る。

２ この要綱によりがたいものについては、その都度、所長が別に定める。

附 則

この要綱は、平成２２年 ６月１５日から施行する。

この要綱は、平成２５年 ４月 １日から施行する。

この要綱は、平成２６年 ４月 １日から施行する。
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この要綱は、平成２７年１０月 ２日から施行する。

この要綱は、平成２８年 ４月 １日から施行する。

この要綱は、平成２９年 ４月 ３日から施行する。

この要綱は、平成３０年 ２月２２日から施行する。

この要綱は、平成３０年 ４月 ２日から施行する。

この要綱は、平成３１年 ３月２９日から施行する。

この要綱は、令和 ４年 ４月 １日から施行する。

附 則

この要綱は、令和 ８年 ４月 １日から施行する。



（別紙）第1４条関係

兵庫県立農林水産技術総合センター 不正使用・不正行為防止体制図

統括管理責任者兼不正使用防止対策推
進責任者

次長（総務・広報担当）

不正使用防止対策推進副責任者
兼研究倫理教育責任者
企画調整・経営支援部長

不正防止対策リーダー

研究部署：部長又は課長

事務部署：副所長又は課長

不正行為防止対策推進責任者

次長（技術調整担当）

不正行為防止対策推進同副責任者
兼研究倫理教育責任者

企画調整・経営支援部長

不正防止対策リーダー

研究部署：部長又は課長

管理責任者

農業、畜産技術センター：経理課長

北部、淡路、森林林業、水産技術センター：副所長

但馬水産技術センター：次長

最高管理責任者

総合センター所長

関係要綱等

①兵庫県立農林水産技術総合センターにおけ

る公的研究資金等の管理、監査及び不正使用

防止に関する実施要綱（H22.6.15）
②兵庫県立農林水産技術総合センター科学研

究費助成事業（直接経費）の管理等に係る手

続き（H22.6.15）
③「先端技術を活用した農林水産研究高度化事

業」における予算執行の共通指針（H16.4.1）
④国庫受託事業にかかる間接経費及び一般管

理費の予算執行について（H26.4.1）
⑤競争的資金活用型研究等の実施ガイドライ

ン（H17.5.2）

統括管理副責任者

総務部長

関係要綱等

①兵庫県立農林水産技術総合センター研

究倫理関係行動規範（H27.10.1）
②兵庫県立農林水産技術総合センターに

おける論文不正対応要領（H27.10.1）
③兵庫県立農林水産技術総合センターに

おける論文不正対応要領事務取扱細則

（H28.4.1）

★不正使用発覚時

公的研究資金不正使用

調査委員会

委員長：次長（総務・広報担当）

※特別委員：

直接の利害関係を有しな

い第三者

★不正行為発覚時

研究倫理教育委員会

委員長：次長（技術調整担当）

※外部有識者を特別委員として

指名する場合有り

不正使用

部局管理責任者

各技術センター所長

不正行為



第 15条関係

兵庫県立農林水産技術総合センター不正使用防止計画

平成２９年４月３日策定

平成３１年３月２９日改正

令和 ４年 ４月 １日改正

兵庫県立農林水産技術総合センターにおいて、科研費等の適正な運営・管理を行うため、

次のとおり不正使用防止計画を策定する。

区分 項目 内容

組織 責任体系の徹底 責任体系を明確にした「不正使用・不正行為防止体制

図」により理解を深める。

意識 意識の向上 コンプライアンス啓発活動計画に基づき年間を通じて

啓発活動を実施するとともに、意識向上のための不正

使用防止教育研修を実施する。

管理 管理・監査体制の整備 研究費の取扱についてルールを明確にし、管理体制を

強化する。

理解 研修の実施 全員が必ず受講できるよう配慮した研修会を年に１回

開催し、受講者には誓約書等の提出を求める。出席でき

なかった職員には不正防止対策リーダーが確実にフォ

ローする。

旅費 事前手続き 旅行伺いは、事前に提出して、承認を受ける。

旅行目的と拠出予算は、備考欄等を使ってわかるよう

に記載する。

旅行実施確認 報告書には具体的な事項を記載し、旅行者本人が出席

したことを証明できるものを添付する。

精算手続き 日程の変更及び精算は旅行終了後速やかに行う。

需用費 発注 研究者が物品購入、修繕を起案できるのは、50 万円未

満に限る。

適時、見積りをとり、最も安価な業者に発注する。

必要な物品を計画的に発注する。

納品・検収 検収は２名以上で確認する。備品の確認には総務部門

を含める。

謝金等 事前手続 謝金支出伺いは必ず事前に届けることとし、届け出が

あった場合は、速やかに処理手続きを行う。

実施確認 実施確認は第三者を含めて行う。

支払い手続き 謝金の支払いは業務終了後速やかに行う。

担当者は、支出先、支出金額を確認し、領収書は本人が

確認のうえ、押印する。

相談 相談窓口 経費の執行でわからないことがあれば、総合センター

経理課に相談する。

通報 通報窓口 不正に関する窓口は総合センター企画調整・経営支援

部であることを周知する。



年 月 日

県立農林水産技術総合センター所長 様

所 属：

職氏名：

同 意 書

私は、交付を受ける科学研究費助成事業（ ※研究課題名を記載 ）につい

て、兵庫県立農林水産技術総合センターにおける公的研究資金等の管理、監査及び不

正使用防止に関する要綱に基づき、取り扱うことを同意します。

また、事業を遂行するにあたり、以下の事項を遵守します。

１ 研究において、不正行為を行わないこと

２ 不正を行った場合は、処分及び法的な責任を負担すること

様式１号－１



年 月 日

県立農林水産技術総合センター所長 様

同 意 書

私は、交付を受ける科学研究費助成事業（ ※研究課題名を記載 ）を遂行

するにあたり、兵庫県立農林水産技術総合センターにおける公的研究資金等の管

理、監査及び不正使用防止に関する要綱を遵守します。

所 属：

職氏名：

（連名で記載）

様式１号－２



1

様式２号

作成日 年 月 日

○年度科学研究費助成事業（ 研究） 収支簿

収支費目

課題番号 研究者氏名 交付決定額 千円

研究課題名

年月日 摘要 収入 支出 残高 備考

（注) 下記事項に留意の上、領収書等関係書類と合わせて保管してください。
①年月日の順にその収支を詳細に記入すること。
②「摘要」の欄には、購入物品名等を記入すること。
③「収支費目」の欄には、物品費、人件費・謝金、旅費、その他の別に記入すること。



参考様式（第８条関係）

月
年
　日

項目

　

収入 支出 残額

科研費直接経費にかかる執行状況報告



添付書類：支出に係る証拠書類、及び研究課題専用口座の通帳等の写し


